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1. はじめに 

 免震部材を安定的に機能させるためには下部

コンクリートを含む周辺部材の健全性確保が必

要不可欠である。積層ゴム支承は長期荷重時に基

準面圧 10～15MPaで建物を支え、地震時にはその

2 倍程度の面圧が作用する。さらに積層ゴム支承

のせん断変形に伴う有効断面積 Aeの減少により、

局所的には 4倍以上の圧縮応力が下部コンクリー

トに作用する可能性がある（図 1）。しかしなが

ら、平面的に広がりのあるコンクリートに作用す

る局所的な圧縮力に対しては、一般に支圧応力度

として圧縮強度以上の強度を期待できる 1)。本研

究では、せん断変形時における積層ゴム支承の下

部コンクリートの支圧耐力に着目して 2段階の実

験を行い、その評価方法を検討する。 

2. 下部コンクリートの寸法の実態調査 

 実験計画に先立ち、書籍、論文、実建物の設計

図面、および実建物の実測から情報を収集し、一

般的な積層ゴム支承と下部コンクリートの寸法

の関係をまとめる。調査項目は積層ゴム支承の種

類、ゴム直径、下部コンクリートの幅 B、および

高さ H である。ゴム直径と下部コンクリートの

幅 Bおよび高さ Hの関係を図 2、図 3に示す。下

部コンクリートの幅 Bおよび高さ Hは、ゴム直径

に対して概ね比例関係となっており、ゴム直径

に対する比は正規分布の様相を呈している。それ

ぞれの比の平均は： B： H＝1.00： 1.79： 0.41であ

り、これを基に試験体となる下部コンクリートの

寸法を設定する。 

3. 鋼板を用いた下部コンクリートの実験 

3.1 実験計画 

 本章では、第 1段階の検討として、積層ゴム支

承を模した鋼板を用いた下部コンクリートの実

験を行い、支圧耐力を把握する。試験体の概要と

セットアップを図 4に示す。試験体は 2章で示し

た寸法の比率に準じた高さ H=100mm、平面形状

350×350mmの無筋コンクリートである。積層ゴム

支承はゴム直径 =200mm を想定し、仮定した有

効断面の形状を有する載荷用鋼板（図 5）によっ

て再現する。実験パラメータは、積層ゴム支承の

せん断変形（以後、想定せん断変形） に応じた載

荷用鋼板の形状、およびコンクリートの圧縮強度

cである（表 1）。想定せん断変形 は 0、100、

200、300、400%の 5種類を、コンクリート強度c

は 20、30、60MPa相当の 3種類（表 2）をそれぞ

れ用意する。 

 実験は 2000kN 万能試験機に下部コンクリート

を据え、その上に載荷用鋼板を介して圧縮荷重を



与えて行う（図 4）。また、万能試験機に内蔵され

たロードセルでの計測値を鉛直荷重 P、試験機と

計測用治具の相対鉛直変位の平均値を変形 とし

て得る。 

3.2 実験結果と考察 

 荷重－変形関係の一例を図 6(a)に示す。一般的

なコンクリートの圧縮試験と同様の挙動を示し、

最大荷重近傍では放射状のひび割れが観察され

た（図 6(b)）。本研究では、荷重－変形関係から

最大荷重 Pmax：（●）および弾性限荷重 Pe：（◯）を

評価し、それぞれを有効断面積 Aeで除した値を、

弾性限応力度e および最大応力度maxとして以降

の分析に用いる。 

3.3 許容支圧応力度および終局支圧応力度 

 実験結果の評価式は『プレストレストコンクリ

ート設計施工規準』2)（以後、PC 規準）に準じ、 

(1)式の許容支圧応力度 fn、および(1)式から低減係

数である 0.6 を除いた終局支圧応力度 fu（(2)式）

を用いる。 

 

 

 

 式中の Fnoは支圧基準強度、A1は支圧面積、Ac

は支承面積である。本研究では、支圧面積 A1は有

効断面積 Aeと同一とし、支承面積 Acはコンクリ

ート内にて有効断面積から応力が 45°の傾きをも

って円錐状に広がると仮定してコンクリート台

の底面に達した時の断面積とする（図 7）。 

3.4 実験値と計算値の比較 

 想定せん断変形 と弾性限応力度e および最大

応力度maxとの関係を図 8 に示す。いずれのコン

クリート強度においても想定せん断変形 の増加

に伴い、実験値である弾性限応力度eおよび最大

応力度maxは、計算値である許容支圧応力度 fnお

よび終局支圧応力度 fuと同様に緩やかに増加して

いる。また、弾性限応力度eおよび最大応力度max

は、許容支圧応力度 fnおよび終局支圧応力度 fuを

それぞれ上回っている。すなわち、PC規準 2)およ

び本研究の支圧面積 A1、支承面積 Acの仮定に基

づけば、実験結果における支圧耐力を安全側に評

価できるといえる。また、全試験体において実験

値/計算値の値は平均 1.37 となっている（図 9）。 

4．積層ゴム支承を用いた下部コンクリートの加振実験 

4.1 実験計画 

 本章では、第 2段階の検討として、実大の積層

ゴム支承を用いた下部コンクリートの加振実験

を行い、前章で構築した支圧耐力を検証する。試

験体の概要とセットアップを写真 1 および図 10

に、積層ゴム支承の諸元を表 3に、下部コンクリ

ートの諸元を表 4にそれぞれ示す。積層ゴム支承

にはゴム直径が 600mmと 1100mmの天然ゴム系

積層ゴムを用いる。下部コンクリートの寸法は 2

章の比率に準じて設定し、 600 用は高さ H 

=300mmかつ平面形状 1050×1050mm、 1100用は

高さ H =550mmかつ平面形状 1925×1925mm であ

り、内部には最低限の主筋、帯筋、幅止め筋を配

している。加振実験当日におけるコンクリートの

圧縮強度cは、 600 用が 24.4MPa、 1100 用が

27.4MPaである。 

 実験は、実大免震試験機 E-Isolationの上下加振

台の間に積層ゴム支承および下部コンクリート

を固定し、鉛直荷重を一定に維持した状態で、実

速度による水平加振を行う。なお、積層ゴム支承

－下部コンクリート間は埋め込みボルト、下部コ

ンクリート－試験機間はアンカーボルトにより

接合している。 

10.6n no cf F A A= ・・・ (1) 

1u no cf F A A= ・・・ (2) 



実験中は、加振台の水平荷重、水平変位、鉛直

荷重と、コンクリートおよび鉄筋のひずみを計測

する。加振台の水平変位、鉛直荷重は試験機の制

御値を用い、水平荷重は試験機の計測値より得る。

ただし、水平変位を積層ゴム支承のゴム総厚で除

した値をせん断変形 、鉛直荷重を積層ゴム支承

の全断面積で除した値を面圧 と称する。 

 加振パラメータを図 12 に示す。図の縦軸は積

層ゴム支承の面圧、横軸は各加振サイクルにお

ける最大のせん断変形すなわち振幅 である。図

中では、 600のパラメータを●、 1100のパラメ

ータを◯にて示している。また、3.3節と同様に算

定した許容支圧応力度 fnを水色の線、終局支圧応

力度 fuを赤色の線にて示し、積層ゴム支承の限界

性能曲線を黒色の線で示している。さらに、ここ

では許容支圧応力度 fn 以下の領域を領域Ⅰ、許容

支圧応力度 fn～終局支圧応力度 fuの領域を領域Ⅱ、

終局支圧応力度 fu以上の領域を領域Ⅲと称する。 

4.2 許容支圧応力度および終局支圧応力度との関係 

 まず、実験後の下部コンクリートにおける損傷

状態を図 13(a)および図 14(a)に示す。 600、  1100

のいずれも放射状のひび割れが見られ、特に加振

方向の損傷が大きい。領域Ⅲまで加振を行った 

600ではひび割れ幅 3.0mm以上のひび割れが多く

見られ、最大ひび割れ幅は 8.0mmにまで達してい

る。一方、領域Ⅱまで加振を行った 1100 ではひ

び割れ幅は最大でも 0.45mm に収まっている。し

たがって、許容支圧応力度 fnおよび終局支圧応力

度 fuは、下部コンクリート表面に現れる損傷の程

度を評価する上で有効な指標であるといえる。 

 次いで、鉄筋の最大のひずみを図 13(b)および図

14(b)に示す。図の縦軸は各加振で計測された鉄筋

の最大のひずみw.maxであり、横軸は加振パラメー

タである。図中では、帯筋および幅止め筋に用い

た SD295 の規格降伏強度より算出した降伏ひず

みを黒色の破線にて併せて示している。 600、 

1100 のいずれも、領域Ⅰでは鉄筋の最大のひずみ

w.maxはほとんど変化しないが、領域Ⅱではわずか

な増加が確認でき、領域Ⅲでは鉄筋の降伏ひずみ

に達している。したがって、許容支圧応力度 fnお

よび終局支圧応力度 fuは、下部コンクリート内部

の損傷を評価する上でも有用であるといえる。 

 最後に、積層ゴム支承の履歴曲線を図 13(c)およ

び図 14(c)に示す。図では本実験の結果を実線にて

示し、本実験と同一の積層ゴム支承を用いて単体

で加振を行った結果を破線にて併せて示してい

る。領域Ⅰ、Ⅱにあたる面圧 =15MPa、振幅 =100

～350%では本実験と単体実験の結果に大きな違

いは見られない。一方、領域Ⅲにあたる面圧

 =30MPa、振幅 =300～350%では本実験の履歴曲

線のみに負勾配が現れ、単体実験の履歴曲線と大

きな差異が生じている。したがって、局所応力が

終局支圧応力度 fu以上になると、下部コンクリー

トに損傷が生ずるだけでなく、積層ゴム支承の挙

動にも影響が現れることがわかった。 



4.3 積層ゴム支承のせん断変形時における有効断面 

 全ての加振パラメータを終了した後、 600 の

み、下部コンクリート表面に大きなへこみが観測

された。へこみを高さ 2mm 間隔の等高線にて表

して図 13(d)に示す。へこみの形状は、3.1節にて

仮定したせん断変形 =300～350%時の有効断面

と類似している。したがって、下部コンクリート

に大きな損傷を与えると考えられる領域Ⅲにおい

ては、仮定した有効断面が実際の応力伝達分布を

近似的に表現できているといえる。 

 次いで、コンクリートのひずみ挙動として、面

圧 =15MPa、振幅 =300%におけるモールドゲー

ジ M3 および M6 の計測結果を図 13(e)に例示す

る。図の縦軸はコンクリートのひずみcであり、

横軸はせん断変形 である。せん断変形 が負側と

正側で増大すると、それぞれで圧縮側となるひず

みcが増大している。ここで 3波目かつせん断変

形 が負側、正側最大変形時のコンクリートのひ

ずみc-、c+について、面圧 =15MPa、振幅 =100

～350%における結果を図 15 に示す。図の縦軸は

コンクリートの最大ひずみc-、c+であり、横軸は

計測位置（図 13(d)）である。図には、各せん断変

形 における有効断面と重なる領域を灰色の背景

にて併せて示している。せん断変形 が小さい場

合にはコンクリートの最大ひずみc-、c+は比較的

広範に分布しているのに対し、せん断変形 が大

きくなるにつれて断面の端部付近に集中する傾

向がみられる。したがって、領域Ⅲだけでなく、

領域Ⅰおよび領域Ⅱにおいても、せん断変形 の増

大に伴って、仮定した有効断面に対応する形で実

際の応力分布が推移していることが実証できた

といえる。 

5．まとめ 

 本論文では、せん断変形時における積層ゴム支

承の下部コンクリートにおける支圧応力度に着

目した実験を行った。2段階の実験結果より、PC

規準 2)における許容支圧応力度式が下部コンクリ

ートの損傷評価に有効であること、また、仮定し

た有効断面が積層ゴム支承から下部コンクリー

トへと伝達される応力の分布形状を近似できる

ことがわかった。 
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